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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高（千円） 4,983,004 4,975,930 5,654,772 5,505,958 5,864,257 

経常利益（千円） 635,913 311,199 575,195 389,840 505,881 

当期純利益（千円） 320,853 152,470 282,417 164,233 201,559 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 116,550 116,550 116,550 434,400 434,400 

発行済株式総数（株） 326 1,630,000 1,630,000 3,095,000 3,095,000 

純資産額（千円） 1,179,882 1,331,143 1,589,067 2,537,371 2,534,653 

総資産額（千円） 3,595,243 3,892,471 3,926,995 4,997,435 4,341,888 

１株当たり純資産額（円） 3,619,271 816.65 974.89 819.83 856.82 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

旧株 5,000 

新株  411 

(－) 

(－) 

15 

(－) 

20 

(－) 

15 

(－) 

15 

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 1,119,773 93.54 173.26 66.50 65.60 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 66.44 64.73 

自己資本比率（％） 32.8 34.2 40.5 50.8 58.4 

自己資本利益率（％） 35.0 12.1 19.3 8.0 7.9 

株価収益率（倍） － － － 17.7 22.0 

配当性向（％） 0.4 16.0 11.5 22.6 22.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 544,394 729,057 428,187 813,828 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △642,052 △440,879 △594,446 △482,148 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 170,248 △335,976 958,706 △921,298 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ 535,170 487,372 1,279,820 690,203 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 

144 

(260) 

155 

(248) 

141 

(268) 

132 

(262) 

134 

(344) 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第23期から第24期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債

を発行していないため記載しておりません。 

４．第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．第23期から第25期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため

株価が把握できませんので記載しておりません。 

６．証券取引法第193条の２の規定に基づき、第24期から第26期においては中央青山監査法人及び第27期におい

てはあずさ監査法人の監査を受けておりますが、第23期においては、監査を受けておりません。 

７．第25期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８．従業員数は、就業人員数であり、( )内にアルバイト・パートタイマー（１日８時間換算）を外数で記載し

ております。 

９．平成14年２月21日付で株式１株につき10,000株の分割を行い、平成14年９月25日付で株式２株を１株に併合

しております。 

10．平成16年１月31日付で株式１株につき1.5株の分割を行っております。 

なお、第26期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

11．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 



２【沿革】 

 当社の前身は、昭和50年８月愛知県名古屋市中区千代田三丁目８番16号に喫茶レストラン「メキシコ」を創業した

ことに始まります。昭和53年10月には有限会社メキシコ（出資金5,000千円）を設立し、平成５年３月には現在のが

んこ炎の礎となった第１号焼肉店「千種駅前店」を名古屋市千種区にオープン致しました。 

 その後、名古屋市中心部から郊外にかけ直営店舗を展開し、平成８年10月には有限会社メキシコを組織変更し、株

式会社がんこ亭（資本金10,000千円、額面額50千円）を設立しました。 

 株式会社がんこ亭設立以後の主な沿革は、次のとおりであります。 

年月 事項 

平成８年10月 有限会社メキシコを組織変更し、株式会社がんこ亭を設立。 

平成９年１月 第10号直営焼肉店がんこ亭「守山小幡店」を、名古屋市守山区にオープン。 

平成10年５月 ＦＣ第１号焼肉店がんこ亭「小牧店」を、愛知県小牧市にオープン。フランチャイズ展開を開

始。 

平成10年９月 第20号直営焼肉店がんこ亭「知立店」を、愛知県知立市にオープン。 

平成10年11月 三重県進出第１号、第22号直営焼肉店がんこ亭「生桑店」を、三重県四日市市にオープン。 

平成11年４月 岐阜県進出第１号ＦＣ焼肉店がんこ亭「美濃店」を、岐阜県美濃市にオープン。 

平成11年５月 第30号直営焼肉店がんこ亭「十一屋店」を、名古屋市港区にオープン。 

平成11年９月 新栄商事有限会社を合併（合併後の資本金11,100千円、額面50千円）。 

  同時に本店を名古屋市瑞穂区甲山町一丁目６番地に移転。 

平成12年３月 第40号直営焼肉店がんこ亭「菅田店」を、名古屋市天白区にオープン。 

平成12年５月 有限会社がんこ亭フードサービスを合併（合併後の資本金14,150千円、額面50千円）。 

  株式会社がんこ炎に商号を変更。 

平成12年７月 新形態の焼鳥第１号がんこどり「境川店」を直営店として愛知県刈谷市にオープン。 

平成12年12月 静岡地区進出第１号直営焼肉店がんこ亭「浜松東三方店」を、静岡県浜松市東三方にオープン。 

  関東地区進出第１号直営焼肉店がんこ炎「市川鬼高店」を、千葉県市川市にオープン。 

平成13年２月 ＦＣ焼肉店がんこ亭「瀬戸市共栄通り店」オープン、直営店、ＦＣ店合わせて50店舗となる。 

平成13年８月 第50号直営焼肉店がんこ亭「高横須賀店」を、愛知県東海市高横須賀町にオープン。 

平成13年９月 第三者割当増資を実施した結果、発行済株式総数 326株、資本金 116,550千円となる。 

平成13年12月 第１号直営海鮮料理店北海大将「千葉中央駅前店」を、千葉県千葉市中央区にオープン。 

平成14年２月 第10号直営焼鳥＆お好み焼店がんこどり「大垣店」を、岐阜県大垣市にオープン。 

平成14年11月 漫画＆インターネット喫茶第１号直営店、ウィルビー「鶴舞店」を、名古屋市中区にオープン。 

平成16年１月 第60号直営焼肉店がんこ亭「岡崎南公園前店」を、愛知県岡崎市にオープン。 

平成16年６月 第１号直営創作料理店十五夜「東浦店」を、愛知県知多郡東浦町にオープン。 

平成16年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

 平成16年９月  株式を新規登録した結果、発行済株式総数3,095,000株、資本金434,000千円となる。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

 平成17年５月  (有)國虎より中華レストラン事業の９店舗を譲受ける。 

 平成17年６月  TOBにより（株）コロワイドの連結子会社となる。 

    



３【事業の内容】 

 『我が社は、お客様に「楽しかった、おいしかった」と喜ばれる仕事をする』という社是のもと、焼肉店「がんこ

亭」「がんこ炎」を東海地区に展開しているほか（「がんこ炎」は関東での展開に使用しております）焼鳥店「がん

こどり」海鮮料理店「北海大将」創作料理店「十五夜」の外食事業と漫画＆インターネット喫茶「ウィルビー」を展

開しております。また、平成17年５月には、(有)國虎よりラーメン業態の９店舗を買収いたしました。 

焼肉店「がんこ亭」は、直営店舗展開と併せてフランチャイズ展開もしております。 

 なお、事業系統図は下記のとおりであります。 

［事業系統図］ 

 以上で述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）１．ラーメン店は、有限会社國虎より平成17年5月2日付けで営業譲渡を受け営業を開始致しました。 

  



４【関係会社の状況】 

 関連会社は次のとおりであります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、（ ）内のアルバイト・パートタイマー344名は、１日８時間勤務として計

算した年間の平均人員数であります。 

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社においては、平成17年9月13日に労働組合が結成され、労使関係は円満に推移しております。 

 ・名称 がんこ炎労働組合 

 ・所属上部団体 ＵＩゼンセン同盟 

 ・組合員数  1,150人 

名称 住所 
資本金 

（百万円）

 主要な事業 

 内容 

議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

関係内容 

 株式会社コロワイド  横浜市神奈川区  3,982  飲食業  88.64  当社の親会社 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

   134（344） 35.9  2年11ヶ月 4,036 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

①全般的概況 

 当事業年度におけるわが国経済は、長く続いたデフレ経済から抜け出し、企業収益の改善や設備投資の回復等を

背景に、穏やかな回復基調で推移し、株価も上昇傾向となりました。 

このように経済は確実に復活に向け歩み始めているものの、個人消費につきましては、賃金水準の低下・税金の負

担増・年金問題などの先行き不安から依然として低迷しております。 

 このような状況下、外食産業の市場規模は7年連続で縮小し、企業間の競争はますます激しさをましております

さらに当社の主業態である焼肉業界の外部環境は、平成15年12月に発生したＢＳＥ騒動で米国からの牛肉輸入が現

在も禁止され、消費者の牛肉離れ・牛肉の高騰が続き非常に厳しい状況が続いております。 

 こうした厳しい企業環境下、「お客様第一」に考えたおいしく安価な商品の提供に努めてまいりました。 

 以上の結果、当社の業績は、売上高5,864百万円(前期比6.5%増)、経常利益505百万円(前期比29.8%増)、当期純

利益201百万円(前期比22.7%増)となりました。 

 

②部門別概況 

＜焼肉部門＞ 

 平成15年12月に米国で発生したＢＳＥ騒動により、米国からの牛肉輸入禁止措置は現在も続いております。 

これに伴いオーストラリア産・国産の牛肉の価格は高騰し、原価率の上昇ひいては、経営を圧迫しております。 

 また焼肉店の定番メニューである牛タンなどは、恒常的な品不足となり、チェーン店の中にはメニューからはず

すところもでてまいりました。 

こうした状況下、当社では美味しい牛肉をお客様に安定的に供給する事を最大の目的とし、お客様の焼肉離れを少

しでも防ぐべく経営努力を行っております。 

 この結果、焼肉部門の売上高は、前期比107.2％の4,727百万円を計上することができました。 

＜焼鳥部門＞ 

 焼鳥部門も近隣の飲食店との競合が激化し、来店客数の減少を招いております。 

 こうした中、不採算店の見直しを行い境川店を平成17年8月に閉店いたしました。 

 この結果、焼鳥部門の売上高は、前期比84.3％の315百万円にとどまりました。 

＜海鮮部門＞ 

 海鮮部門は、北海道のカニを中心とした海鮮料理を最大の売物としてきましたが、カニが不漁で高騰したのに加

え、品質もお客様に満足していただけるものが少なくなったため、各店舗とも来店客数を減少させております。売

上高増加を目指しメニューの改訂を行いましたが、売上高減少を止めることは出来ませんでした。 

 こうした中、不採算店の見直しを行ない、平成16年12月に美濃加茂店を漫画喫茶に、平成17年1月には、千葉中

央駅店を焼肉店に業態変更致しました。また平成17年2月には、津島店を閉店致しました。 

 この結果、海鮮部門の売上高は、前期比41.8％の156百万円にとどまりました。 

＜漫画喫茶部門＞ 

 当社では、平成14年11月よりインターネット＆漫画喫茶の経営を始めましたが、比較的順調に推移していること

から、平成16年12月に美濃加茂店を海鮮料理店より、平成17年3月に緑高校前店を焼肉店よりそれぞれ業態変更い

たしております。 

 この結果、漫画喫茶部門の売上高は、前期比304.5％の370百万円を計上することができました。 

＜創作料理部門＞ 

 当社では、焼肉業態に続く新たな業態の開発に積極的に取り組んでまいりました。その中で、東洋をテーマにし

たオリジナルな創作料理店『十五夜』東浦店を平成16年6月に開店しております。開店当初より、売上高は順調に

推移しており、チェーン化に向けた店舗オペレーションを確立し、今後の当社の柱となるよう育てていきたいと考

えております。 

 当事業年度における創作料理部門の売上高は、前期比281.3％の77百万円となっております。 

＜ラーメン部門＞ 

 当社では、平成17年5月にラーメン業態の９店舗とその従業員を㈲國虎から営業を譲受けました。 

 当事業年度におけるラーメン部門の売上高は、180百万円となっております。 



＜FC店他部門＞ 

 FC店他部門の売上高は、「がんこ亭」「がんこどり（平成17年8月に契約解除）」のFC(フランチャイズ）収入及

びFC店への消耗品の販売代金等であります。前期迄は、店舗賃貸収入もFC店他部門の売上高に計上しておりました

が今期より店舗賃貸収入を営業外収益に計上しております。 

 当事業年度におけるFC店他部門の売上高は、前期比18.3%の36百万円になりました。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、589百万円減少し、当期末には690万円

になりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は813百万円（前期比90.1％増）となりました。これはお

もに、減価償却費342百万円及び税引前当期純利益が384百万円計上されたものの、法人税等の支払額が114百万

円計上されたこと等を反映したものであります。  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当事業年度において投資活動の結果使用した資金は482百万円（前期比18.9％減）となりました。 

  これは主に、新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出が386百万円あったこと等を反映したものであり 

  ます。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は921百万円（前期は958百万円の資金の増加）となりまし

た。これは主に、長期借入金の返済による支出が747百万円あったこと等を反映したものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当事業年度の仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は仕入価額によっております。 

(2）販売実績 

① 事業部門別販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．直営店売上高とは、当社直営店における飲食売上であります。 

        ３. 直営ラーメン店は、第27期より営業開始致しましたので、前年同期比は記載しておりません。 

        ４. 前期までFC店他売上高に含めておりました不動産賃貸売上は、今期より営業外収益に変更の為含めており 

      ません。 

５．FC店他売上高とは、フランチャイジーより受け取るロイヤルティ収入、消耗品売上等であります。 

品目別 
第27期 

（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

肉類（千円） 1,018,810 108.0 

飲料     

アルコール類（千円） 307,691 98.1 

ドリンク類（千円） 95,998 98.3 

青果類（千円） 142,289 102.7 

その他（千円） 440,033 97.7 

合計（千円） 2,004,822 103.2 

事業部門別 
第27期 

（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

直営焼肉部門売上高（千円） 4,727,530 107.2 

直営やきとり部門売上高（千円） 315,440 84.3 

直営海鮮部門売上高（千円） 156,367 41.8 

直営漫画喫茶部門売上高（千円） 370,576 304.5 

直営創作料理部門売上高（千円） 77,561 281.3 

直営ラーメン部門売上高（千円） 180,727 － 

ＦＣ店他部門売上高（千円） 36,052 18.3 

合計（千円） 5,864,257 106.5 



② 地域別販売実績 

 当事業年度の地域別の直営店売上高を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 外食業界の市場規模は平成10年以来7年連続で縮小を続けており、これを補うために大手チェーン店は競って新規

出店を行なってまいりました。その結果、外食業界はオーバーストアの状態が続き、既存店売上はどの業態も軒並み

前年度割れが続いております。 

 当社も例外ではなく、今後はいかに既存店の売上を維持していくかが、当社の重要な課題となっております。ま

た、売上が減少し、採算改善が見込めない店舗に関しては、早急に経営決断を下し、業態変更またはスクラップを行

なっていくことが必要となっています。業態変更を行なっていくためには、常に業態開発に取り組み、お客様の嗜好

にあった店舗開発を行なっていかなければなりません。 

 平成15年12月に米国でＢＳＥに感染した牛が発見され、米国からの牛肉の輸入が禁止されております。この影響を

受け、牛肉の仕入価格は高騰し、売上原価の上昇を招いております。 

 また、牛肉の味も、従来の米国産に比べ劣るものが多く、100％お客様の満足いただけるものを提供しているとは

言い難い状況が続いております。こうした中で当社では少しでも美味しい牛肉をお客様に提供できるよう仕入体制を

強化していきたいと考えております。 

地域別 

第27期 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

期末店舗数 
（店） 

前年同期比 
（売上高） 
（％） 

愛知県 

（内名古屋市） 

4,013,719 

(1,138,924) 

68.9 

(19.6) 

49 

(13) 

104.6 

(95.0) 

岐阜県 732,218 12.6 11 143.6 

三重県 410,034 7.0 4 103.5 

静岡県 152,282 2.6 3 139.3 

千葉県 306,174 5.3 2 84.2 

神奈川県 109,580 1.9 1 116.5 

富山県 68,237 1.2 2 － 

石川県 35,957 0.6 1 － 

計 5,828,204 100.0 73 109.8 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める方針です。 

  なお、将来に関する部分の記載は有価証券報告書提出日現在のものであります。 

   （1）出店政策について 

    ① 出店地域について 

       当社は、本社所在地である名古屋市を中心とした東海地方で主に店舗展開をしており、今後は同地域及び

      北陸地方を中心に出店を継続していくほか、関東地方においても積極的な出店をしていく方針であります。

       また新規出店物件の選定に当たっては、賃借料・差入保証金等の出店条件や、近隣の商圏人口、交通量及

      び競合店状況などを調査・勘案のうえ、当社として十分に採算性のある物件を選定しております。ただし、

      当社の出店条件に合致した物件がなく、計画通りに出店ができない場合や、出店後に立地環境等に変化が生

      じた場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

     ② 出店形態について 

         当社は、主に店舗の土地及び建物を賃借する方式で出店しており、出店時に土地所有者等に対して、差入

      保証金及び建設協力金として資金の差し入れを行っております。なお、建設協力金は貸借対照表上で長期貸

      付金として計上され、当社が月々支払う賃借料との相殺により回収しております。平成17年９月期末の貸借

      対照表における店舗の差入保証金の計上額は522,777千円、長期貸付金（建設協力金）の計上額は104,700千

      円となっております。 

       当社は、新規出店の際には、対象物件の権利関係等の確認を行っておりますが、土地所有者である法人、

      個人が破綻等の状態に陥り、土地等の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響

      を及ぼす可能性があります。 

       また、当社が締結している土地等に係る長期賃借契約のうち、当社の事情により当該土地等が必要なくな 

            った場合、当社においては主に転貸の手段により中途解約する場合の差入保証金等を放棄することに伴う損

            失を回避しておりますが、土地所有者の事情により転貸が認められない場合には、損失が発生する可能性が

            あります。 

    (2）仕入先の変更について 

       当社は、平成14年９月期中より主要原材料の仕入品目をエス・ロジックス株式会社（現、エスエスユユー

      ロジスティックス）に集約させており、平成16年９月期及び平成17年９月期においては、エスエスユーロジ

      スティックス株式会社からの仕入金額がそれぞれ67.8％ 74.3%と高くなってきております。これは、各仕入

      先が当社の各店舗に個別に配送する方式から、各仕入先が一旦エスエスユーロジスティックス株式会社に納

      入し、エスエスユーロジスティックス株式会社がこれを一括して各店舗に配送する方式に変更したもので、

      物流費の圧縮を目的としたものであります。したがって、エスエスユーロジスティックス株式会社からの仕

      入が何らかの要因により継続できなくなったとしても、長期的に支障は生じないものと考えておりますが、

      一時的に当社仕入体制の混乱を招き、業績への影響を与える可能性もあります。 

    (3）仕入価格の変動要因について 

           当社の原材料仕入高のうち、肉類の占める割合は平成16年９月期で48.5％、平成17年９月期で50.8％とな

      っております。現在米国からの牛肉輸入は禁止され当社の仕入れる肉類（牛肉）については、そのほとんど

      を国産牛及び豪州等からの輸入に依存しております。米国産牛肉は、12月中に輸入解禁の見込みですが、輸

      入量については従来の2～3割程度と予想され、それが長期化した場合は当社の業績に影響を与える可能性が

      あります。また肉類の仕入価格については、国際的な需給関係、為替変動、セーフガード（緊急輸入規制措

      置）等の要因によっても変動しており、当社の業績にも影響を与える可能性があります。 

      (4）当社を取り巻く環境について 

       ① 外食業界の動向について 

           当社が属している外食業界については、バブル崩壊後の長期に亘る景気低迷に伴う個人消費の冷え込みや

      弁当、惣菜等の中食市場の成長等により、全体的な市場規模は縮小傾向にあり、近年、外食事業の既存店の

      売上高が減少する傾向にあります。そのため、当社においても既存店舗の売上高が前年度を下回る状況が出

      てきております。当社では、メニューの改定や店舗改装等による既存店舗の増収及び積極的な新規店舗展開

      による売上高の拡大を目指してはおりますが、今後も事業環境がさらに悪化することにより既存店舗の売上

      高が大幅に減少する等した場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 



       ② 競合等の影響について 

           当社においては、焼肉チェーン店を営む同業者との競合のほか、和・洋・中のファミリーレストラン、居

      酒屋等あらゆる外食産業と競合関係にあり、商品・価格・サービス・利便性をめぐり、競争はますます激化

      しております。各社とも、生き残りをかけて新業態を開発し、新規出店を加速させており、低価格セール等

      の販売促進も過熱気味となっております。 

           当社では、競合他社に打ち勝つために、品質の向上、サービスのレベルアップ、低価格化に取り組んでお

      りますが、コスト削減にも限界があり、競争激化に伴う低価格化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

      ます。 

       ③ ＢＳＥについて 

        平成15年12月米国でBSE感染した牛肉が発見され、現在も米国産牛肉の輸入禁止が続いております。この 

      輸入禁止措置は平成17年12月にも解禁される見込みですが、日本のように全頭検査ではなく20ヶ月以内の若

      い牛で危険部位を取り除いたものになっております。このため、完全に安全性が担保されたものではなく消

      費者が米国産牛肉を食さない可能性があります。また、今後米国で20ヶ月以内の若い牛のBSE感染が発見さ 

      れた場合は牛肉の安全性が大きく揺らぎ、消費者の牛肉離れが一層加速し、当社の業績に影響を及ぼす可能

      性があります。 

 ④ 衛生管理について 

   当社は、消費者に、より安全な食品を提供するために、法定の食品安全検査に加えて、当社、独自で策定

  した衛生管理のためのマニュアルにより日常の衛生管理を徹底しております。また、必要に応じて内部監 

  査により各種衛生検査を実施しております。さらに仕入先に対し農・畜産物の生産地・加工状況等の確認を

  実施し、食品の安全衛生に努めてまいります。今後におきましても、より一層の衛生管理に努めていく方針

  でありますが、食中毒発生等の当社に起因する衛生管理問題だけでなく、無添加物の使用等による食品製造

  工程における消費者の不信、あるいは、他の食中毒に起因する衛生間問題による連鎖的風評など、社会全般

  的な各種衛生上の問題が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

１.有限会社國虎からの店舗譲受について 

     当社は、平成17年5月2日開催の取締役会において、有限会社國虎から中華レストラン事業の一部店舗を譲受ける

    こと決議し、同日営業譲渡契約を結びました。 

   （1）目的 

      当社は、焼肉業態を中心に店舗展開をしておりますが、米国からの牛肉輸入禁止が続いていることから、業態

     の拡大を図り、調達のスケールメリットの享受による企業価値の向上を目指すことにあります。 

   （2）譲り受ける店舗の内容 

      岐阜県・愛知県内の9店舗 

   （3）譲り受けの時期 

      平成17年5月2日 

   （4）譲受金額 

      169,500千円 

  

２．当社は、フランチャイジーとの間で下記のような加盟契約を締結しております。 

加盟契約の要旨 

(1）当社と加盟店間で締結する契約 

① 契約の名称 ・焼肉酒房がんこ亭加盟契約 

・やき鳥＆お好み焼 がんこどり加盟契約 

② 契約の主旨 当社が事業展開する「がんこ炎フランチャイズシステム」に加入し、当社の開発したノウハウ

等事業運営の秘訣の伝授及び全般的な継続的経営指導のもと、加盟店の事業独立をサポートすることを目的

とする。 

(2）加盟に際して必要とされる契約金、その他金銭に関する事項 

(3）商標等の使用許諾に関する事項 

 株式会社がんこ炎の商標、サービスマーク、記号その他一切の営業表示について、当社の指示にしたがって使

用することを許諾する。 

(4）契約期間に関する事項 

① 契約期間 店舗に於ける加盟店営業を開始した日より起算して５年間とする。 

② 契約更新 期間満了の３ケ月前までに更新するか否かを書面にて通知し、更新する場合は更新の契約手続き

を行い、さらに３年間の更新をすることができる。 

(5）契約解除 

 フランチャイジーは６ケ月間の予告期間を置いて解除権を有し、また当社はフランチャイジーに契約違反等の

行為があった場合は解除権を有する。 

  『焼肉酒房がんこ亭加盟契約』 『やき鳥＆お好み焼がんこどり加盟契約』 

  
店舗面積 
45坪未満 

店舗面積 
45坪以上 

店舗面積 
40坪未満 

40坪以上 
50坪未満 

店舗面積 
50坪以上 

加盟金（万円） 200 300 150 220 300 

保証料（万円） 200 300 70 100 100 

開店指導料 

（万円） 
80 100 40 50 50 

ロイヤルティ 売上高の３％ 売上高の３％ 売上高の３％ 売上高の３％ 売上高の３％ 

広告宣伝費及び配

送 
毎月15万円 毎月25万円 － － － 



２．がんこフードサービス株式会社との係争について 

 当社は、平成12年５月23日にがんこフードサービス株式会社（大阪府）より商標使用禁止に関わる要求及び不正

競争防止法および商標法に基づき１億円の支払および平成９年８月２日から支払済みに至るまでの民法所定の割合

による遅延損害金の支払要求（大阪地方裁判所平成12年(ワ)第5272号）を提訴されておりましたが、平成14年４月

22日、勧告に従い双方和解合意に至りました。 

 この件に関し、その後発生する和解金等の債務や費用負担はありません。 

 和解条項の主な概要は以下のとおりであり、「がんこ」を用いた出店や営業活動等に規制がかかることになりま

す。 

① 当社は関西圏内２府４県、東京都23区中18区、神奈川県川崎市川崎区において「がんこ」の名称と当社の標章

の一部を使用しないこと。 

② 当社は宣伝、パンフレット等に、関西のがんこグループと関係がない旨の文言を入れること。 

③ 上記①の地域以外に新規出店する場合、既存店に新たに看板を設置する場合に、当社は看板について、「がん

こ」の文字と標章との間に一定の距離を設ける等の条件を満たしたものを使用すること。 

④ 平成17年４月22日までに東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県に「がんこ亭」あるいは「がんこ炎」の店舗を新

規出店する場合、事前に同社に通知し、平成17年４月22日以降の新規出店については事後報告すること。 

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．財政状態の分析 

（1）流動資産 

 流動資産は、868百万円（前期末比40.3％減、586百万円減）となりました。 

現金及び預金は、691百万円（前期末比46.0％減、589百万円減）となりました。これは、設備資金を手許資金で

充当したことと、社債も含めた年間返済額が817百万円に対し、銀行からの資金調達が100百万円に留まったこと

等によります。 

（2）固定資産 

 固定資産は、3,473百万円（前期末比1.5％減、52百万円減）となりました。これは、新規出店等に伴う差入保

証金が71百万円増加した一方、前期88百万円あった保険積立金を解約したことが主な原因であります。 

（3）流動負債 

 流動負債は、1,252百万円（前期末比9.5％減、130百万円減）となりました。これは、長期借入金の返済によ

り1年以内長期借入金が199百万円減少したことが主な原因であります。 

（4）固定負債 

 固定負債は、554百万円（前期比末48.5％減、521百万円減）となりました。これは長期借入金の返済により長

期借入金が448百万円、役員退職慰労金規程の廃止等により役員退職慰労引当金が53百万円減少したことが主な

原因であります。 

（5）資本 

 資本の部は、2,534百万円（前期比末0.1％減、2百万円減）となりました。これは、利益剰余金が155百万円増

加したのに対し、自己株式の購入により、資本が157百万円減少したことが主な原因であります。 

２．経営成績の分析 

 外食産業の市場規模は、7年連続で縮小しているものの大手チェーン店は積極的な出店攻勢をかけております。

このため既存店売上高は軒並み前年割れとなっております。 

 当社では既存店の売上高を前年並みに維持するため、各種のイベント等を行ってまいりました。 

 以上の結果、当社の業績は、売上高5，864百万円(前期比6.5%増)、経常利益505百万円(前期比29.8%増)、当期純

利益201百万円(前期比22.7%増)となりました。 

 なお、部門別の分析は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］（1）業績の項目をご参照下さい。 

（1）（新規出店と売上高） 

 新規出店に関しては、焼肉部門が『瑞浪店』『ファボーレ富山店』『金石店』『秋吉店』の4店舗を新規に

出店しております。また、漫画喫茶部門では、『美濃加茂店』を海鮮業態、『緑高校前店』を焼肉業態から変

更しております。また本年5月には、㈲國虎からラーメン業態の9店舗の営業を譲受けております。 

 新規出店に関しては、当初10店舗を計画しておりましたが、焼肉部門の4店舗にとどまりました。また従来

不動産賃貸収入を売上高に計上しておりましたが、会計方針を変更し、当期の不動産賃貸収入70百万円を営業

外収益の区分に計上しております。この結果、当事業年度における売上高は、5,864百万円(前期比 6.5％

増、358百万円増)となりました。 

（2）（売上原価および売上総利益）   

 売上原価は、2,005百万円（前期比1.2％減、23百万円減）となりました。これは平成15年12月に発生した米

国でのBSE騒動で米国からの牛肉輸入が停止され、それに伴なって牛肉の価格が高騰し、前期の原価率が高止

まりしたことを反省し、メニューの改訂等を進めたことによるものであります。また、不動産賃貸収入を売上

高から営業外収益の区分に計上する方法に変更したのに伴い当該原価72百万円を当期より営業外費用の区分に

計上しております。 

 この結果売上総利益は、3,858百万円（前期比11.0％増、381百万円増）となりました。 

（3）（販売費および一般管理費 ） 

 販売費および一般管理費は、3,394百万円（前期比8.5％増、265百万円増）となり、売上高比57.9％と前期

より1.1ポイント上昇いたしました。これは、今後の出店加速に備え、社員を増員したことに伴う給与手当の

増加分88百万円等によるものであります。 



（4）（経常利益） 

 経常利益は、売上高の増加およびメニューの改訂に伴う原価率の低減により505百万円（前期比29.8％増、

116百万円増）となりました。その結果、売上高に対する比率は前期より1.5ポイント上昇し8.6％となりまし

た。 

（5）（当期純利益）  

 当期純利益は201百万円（前期比22.7％増、37百万円増）となりました。その結果、売上高に対する比率は

前期より0.4ポイント改善し3.4％となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

  出店に関しては、焼肉部門は富山県に2店、岐阜県に1店、石川県に1店の４店舗を新規に出店しました。また、 

 漫画喫茶部門では愛知県、岐阜県に各１店の２店舗を焼肉業態・海鮮業態から変更して開業しました。 

  これらの当事業年度における設備投資額は 386百万円となりました。 



２【主要な設備の状況】 

 平成17年９月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

事業所名 
(所在地) 

事業区分の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
器具及び備
品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

がんこ亭 

瑞穂運動場店 

（名古屋市瑞穂区） 

直営店 店舗内装設備等 3,841 1,308 
     － 

<－> 
－ 5,150 

1 

(2.2) 

がんこ亭 

鶴舞店 

（名古屋市昭和区） 

直営店 店舗内装設備等 1,233 2,202 
   －  

<191.26> 
－ 3,435 

2 

(2.1) 

がんこ亭 

高蔵寺店 

（愛知県春日井市） 

直営店 店舗内装設備等 10,328 2,664 
   －  

<1,480.20> 
－ 12,993 

2 

(4.1) 

がんこ亭 

守山小幡店 

（名古屋市守山区） 

直営店 店舗内装設備等 3,649 703 
   －  

<786.24> 
－ 4,353 

1 

(3.3) 

がんこ亭 

稲沢店 

（愛知県稲沢市） 

直営店 店舗内装設備等 49 920 
   －  

<206.10> 
－ 970 

1 

(3.3) 

がんこ亭 

安城店 

（愛知県安城市） 

直営店 店舗内装設備等 25,920 717 
   －  

<609.00> 
－ 26,638 

2 

(4.6) 

がんこ亭 

刈谷店 

（愛知県刈谷市） 

直営店 店舗内装設備等 8,415 568 
   －  

<972.20> 
－ 8,984 

2 

(2.2) 

がんこ亭 

弥富店 

（愛知県海部郡弥富町） 

直営店 店舗内装設備等 7,366 825 
   －  

<681.00> 
－ 8,191 

2 

(4.6) 

がんこ亭 

大府店 

（愛知県大府市） 

直営店 店舗内装設備等 32,528 675 
   －  

<852.00> 
－ 33,203 

1 

(3.1) 

がんこ亭 

一宮大和店 

（愛知県一宮市） 

直営店 店舗内装設備等 32,079 1,261 
   －  

<972.00> 
－ 33,340 

1 

(4.3) 

がんこ亭 

知立店 

（愛知県知立市） 

直営店 店舗内装設備等 14,355 1,180 
   －  

<1265.60> 
－ 15,536 

2 

(3.8) 

がんこ亭 

植田店 

（名古屋市天白区） 

直営店 店舗内装設備等 4,612 3,026 
   －  

<1,018.08> 
－ 7,639 

3 

(5.3) 

がんこ亭 

生桑店 

（三重県四日市市） 

直営店 店舗内装設備等 35,309 1,563 
   －  

<1,373.00> 
－ 36,872 

1 

(2.2) 

がんこ亭 

半田店 

（愛知県半田市） 

直営店 店舗内装設備等 28,455 1,496 
   －  

<1,026.00> 
－ 29,951 

2 

(5.5) 

がんこ亭 

岡崎土井町店 

（愛知県岡崎市） 

直営店 店舗内装設備等 32,582 1,800 
   －  

<1,115.00> 
－ 34,382 

1 

(4.0) 

がんこ亭 

稲沢西店 

（愛知県稲沢市） 

直営店 店舗内装設備等 35,804 1,713 
   －  

<424.20> 
－ 37,518 

2 

(5.7) 

がんこ亭 

鈴鹿店 

（三重県鈴鹿市） 

直営店 店舗内装設備等 29,710 1,765 
   －  

<1,860.00> 
－ 31,475 

2 

(4.9) 

がんこ亭 

十一屋店 

（名古屋市港区） 

直営店 店舗内装設備等 23,850 1,425 
－  

<1,561.20> 
－ 25,276 

2 

(4.4) 

 



事業所名 
(所在地) 

事業区分の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
器具及び備
品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

がんこ亭 

鳴子店 

（名古屋市緑区） 

直営店 店舗内装設備等 28,561 1,650 
－  

<1,012.00> 
－ 30,211 

1 

(3.0) 

がんこ亭 

桑名店 

（三重県桑名市） 

直営店 店舗内装設備等 42,883 2,811 
－  

<2,981.00> 
－ 45,695 

2 

(6.5) 

がんこ亭 

四日市駅前店 

（三重県四日市市） 

直営店 店舗内装設備等 10,483 1,646 
－  

<281.50> 
－ 12,130 

1 

(5.5) 

がんこ亭 

高浜店 

（愛知県高浜市） 

直営店 店舗内装設備等 24,819 1,886 
 － 

<1,237.00> 
－ 26,706 

3 

(5.2) 

がんこ亭 

豊田朝日店 

（愛知県豊田市） 

直営店 店舗内装設備等 37,200 2,102 
－  

<1,753.00> 
－ 39,302 

3 

(4.6) 

がんこ亭 

江南店 

（愛知県江南市） 

直営店 店舗内装設備等 33,917 1,875 
－  

<1,068.00> 
－ 35,793 

2 

(3.4) 

がんこ亭 

名古屋駅前店 

（名古屋市中村区） 

直営店 店舗内装設備等 7,284 2,750 
－  

<503.40> 
－ 10,034 

3 

(7.1) 

がんこ亭 

天白菅田店 

（名古屋市天白区） 

直営店 店舗内装設備等 31,207 2,251 
－  

<1,187.90> 
－ 33,458 

2 

(3.3) 

がんこ亭 

蒲郡店 

（愛知県蒲郡市） 

直営店 店舗内装設備等 29,498 2,146 
－  

<1,306.30> 
－ 31,645 

2 

(6.0) 

がんこ亭 

中島平和町店 

（愛知県中島郡平和町） 

直営店 店舗内装設備等 34,315 2,414 
－  

<1,779.00> 
－ 36,729 

2 

(4.2) 

がんこ亭 

穂積店 

（岐阜県瑞穂市） 

直営店 店舗内装設備等 18,930 2,593 
－  

<271.60> 
－ 21,523 

1 

(3.9) 

がんこ亭 

阿久比店 

（愛知県知多郡阿久比町) 

直営店 店舗内装設備等 9,583 2,114 
－  

<186.45> 
－ 11,697 

1 

(3.3) 

がんこ亭 

浜松東三方店 

（静岡県浜松市） 

直営店 店舗内装設備等 59,072 3,430 
－  

<310.11> 
－ 62,502 

2 

(3.6) 

がんこ亭 

可児店 

（岐阜県可児市） 

直営店 店舗内装設備等 13,697 3,389 
－  

<310.00> 
－ 17,087 

2 

(7.7) 

がんこ亭 

本地ケ原店 

（愛知県尾張旭市） 

直営店 店舗内装設備等 16,989 2,663 
－  

<224.00> 
－ 19,653 

2 

(4.9) 

がんこ亭 

高横須賀店 

（愛知県東海市） 

直営店 店舗内装設備等 39,668 4,419 
－  

<299.70> 
－ 44,088 

3 

(6.5) 

がんこ亭 

伏見店 

（名古屋市中区） 

直営店 店舗内装設備等 14,537 2,496 
－  

<161.09> 
－ 17,033 

1 

(0.9) 

がんこ亭 

梅森店 

（愛知県日進市） 

直営店 店舗内装設備等 11,508 6,631 
－  

<317.87> 
－ 18,140 

0 

(3.9) 

がんこ亭 

イオン熱田店 

（名古屋市熱田区） 

直営店 店舗内装設備等 25,466 5,457 
－  

<299.81> 
－ 30,924 

3 

(6.9) 

 



事業所名 
(所在地) 

事業区分の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
器具及び備
品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

がんこ亭 

小牧南店 

（愛知県小牧市） 

直営店 店舗内装設備等 26,021 7,276 
－  

<1,713.14> 
－ 33,297 

1 

(1.5) 

がんこ亭 

恵那店 

（岐阜県恵那市） 

直営店 店舗内装設備等 44,705 2,821 
－  

<1,766.82> 
－ 47,527 

1 

(5.7) 

がんこ亭 

岡崎南公園前店 

（愛知県岡崎市） 

直営店 店舗内装設備等 29,928 6,914 
－  

<1,200.01> 
－ 36,842 

1 

(6.6) 

がんこ亭 

姫街道店 

（静岡県浜松市） 

直営店 店舗内装設備等 25,173 5,519 
－  

<1,315.52> 
－ 30,693 

1 

(2.1) 

がんこ亭 

豊川国府店 

（愛知県豊川市） 

直営店 店舗内装設備等 13,611 2,638 
－  

<1,808.11> 
－ 16,250 

4 

(5.5) 

がんこ亭 

中田島街道店 

（静岡県浜松市） 

直営店 店舗内装設備等 19,668 11,017 
－  

<1,465.00>  
－ 30,685 

1 

 (2.5) 

がんこ亭 

戸田店 

（名古屋市中川区） 

直営店 店舗内装設備等 32,794 12,114 
－  

<1,263.95>  
－ 44,908 

2 

(4.5) 

がんこ亭 

瑞浪店 

 （岐阜県瑞浪市） 

直営店 店舗内装設備等 31,541 15,081 
－  

<971.26> 
－ 46,623 

3 

(3.7) 

がんこ亭 

ファボーレ富山店 

 （富山県富山市） 

直営店 店舗内装設備等 27,981 13,494 
－  

<293.72> 
－ 41,475 

3 

(4.1) 

がんこ亭 

金石店 

 （石川県金沢市） 

直営店 店舗内装設備等 25,273 17,116 
－  

<1,131.43> 
－ 42,390 

2 

(7.6) 

がんこ亭 

秋吉店 

 （富山県富山市） 

直営店 店舗内装設備等 29,153 15,299 
－  

<754.42> 
－ 44,452 

2 

(5.3) 

がんこ炎 

市川鬼高店 

（千葉県市川市） 

直営店 店舗内装設備等 20,463 5,961 
－  

<288.42>  
－ 26,424 

2 

 (7.1) 

がんこ炎番屋 

ニッケコルトンプラザ店 

（千葉県市川市） 

直営店 店舗内装設備等 16,608 8,858 
－  

<329.80> 
－ 25,467 

3 

(8.4) 

がんこ炎 

鹿島田店 

（川崎市幸区） 

直営店 店舗内装設備等 20,034 10,949 
－  

<165.11> 
－ 30,984 

2 

(2.4) 

がんこどり 

尾頭橋店 

（名古屋市中川区） 

直営店 店舗内装設備等 3,865 665 
－  

<80.00> 
－ 4,531 

1 

(3.9) 

がんこどり 

大垣店 

（岐阜県大垣市） 

直営店 店舗内装設備等 27,407 334 
－  

<1,482.00> 
－ 27,742 

1 

(4.0) 

がんこどり 

西尾店 

（愛知県西尾市） 

直営店 店舗内装設備等 26,756 246 
－  

<499.99> 
－ 27,002 

0 

(4.8) 

がんこどり 

豊橋堂坂店 

（愛知県豊橋市） 

直営店 店舗内装設備等 27,726 － 
－  

<1,008.00> 
－ 27,726 

1 

(4.7) 

がんこどり 

美濃太田店 

（岐阜県美濃加茂市） 

直営店 店舗内装設備等 26,853 589 
－  

<1,287.63> 
－ 27,442 

1 

(4.2) 

 



事業所名 
(所在地) 

事業区分の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
器具及び備
品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

十五夜 

東浦店 

（愛知県知多郡東浦町） 

直営店 店舗内装設備等 59,532 10,312 
－  

<1,483.34> 
－ 69,844 

2 

(5.0) 

北海大将 

甚目寺店 

（愛知県海部郡甚目寺町) 

直営店 店舗内装設備等 17,771 384 

145,932 

(1,285.01) 

<－> 

－ 164,087 
1 

(5.7) 

北海大将 

半田成岩店 

（愛知県半田市） 

直営店 店舗内装設備等 43,845 1,722 
－  

<657.85> 
－ 45,568 

1 

(4.8) 

ウィルビー 

鶴舞店 

（名古屋市昭和区） 

直営店 店舗内装設備等 5,256 1,498 
－  

<127.51> 
－ 6,755 

1 

(3.5) 

ウィルビー 

岡崎康生通店 

（愛知県岡崎市） 

直営店 店舗内装設備等 37,457 3,211 
－  

<1,111.93> 
－ 40,668 

1 

(6.6) 

ウィルビー 

小牧店 

（愛知県小牧市） 

直営店 店舗内装設備等 14,362 3,375 
－  

<1,713.14> 
－ 17,737 

1 

(4.9) 

ウィルビー 

岐阜県庁前店 

（岐阜県岐阜市） 

直営店 店舗内装設備等 40,956 1,485 
－  

<2,471.00> 
－ 42,441 

1 

(6.9) 

ウィルビー 

美濃加茂店 

（岐阜県美濃加茂市） 

直営店 店舗内装設備等 54,810 1,589 
－  

<1,643.00> 
－ 56,400 

1 

(6.6) 

ウィルビー 

緑高校前店 

（名古屋市緑区） 

直営店 店舗内装設備等 37,145 5,971 
－  

<1,496.25> 
－ 43,117 

1 

(6.1) 

國虎 

一宮浅井町店 

（愛知県一宮市）  

直営店 店舗内装設備等 29,654 2,765 
－  

<1,128.47> 
－ 32,419 

1 

(5.2) 

國虎 

小牧田県店 

（愛知県小牧市）  

直営店 店舗内装設備等 20,831 2,624 
－  

<1,086.99> 
－ 23,456 

1 

(3.5) 

國虎 

阿久比店 

(愛知県知多郡阿久比町) 

直営店 店舗内装設備等 35,250 3,158 
－  

<1,253.88> 
－ 38,408 

1 

(4.2) 

國虎 

安城店 

（愛知県安城市） 

直営店 店舗内装設備等 30,633 2,479 
－  

<1,241.02> 
－ 33,113 

1 

(4.2) 

國虎 

幸田店 

（愛知県額田郡幸田町） 

直営店 店舗内装設備等 1,863 2,122 
－  

<151.80> 
－ 3,986 

2 

(6.2) 

昭和軒 

瀬戸口店 

（愛知県瀬戸市） 

直営店 店舗内装設備等 29,213 5,038 
－  

<700.04> 
－ 34,251 

1 

(4.6) 

昭和軒 

美濃加茂店 

（岐阜県美濃加茂市） 

直営店 店舗内装設備等 10,989 2,917 
－  

<1,128.47> 
－ 13,906 

0 

(5.1) 

昭和軒 

イオン養老店 

（岐阜県養老郡養老町） 

直営店 店舗内装設備等 34,778 3,107 
－  

<214.13> 
－ 37,886 

1 

(7.0) 

昭和軒 

可児店 

（岐阜県可児市） 

直営店 店舗内装設備等 7,064 2,301 
－  

<532.00> 
－ 9,365 

1 

(3.0) 

  

津島他6軒  

  

賃貸店舗 店舗内装設備等 166,249 8,685 
－  

<7,284.13> 
－ 174,934 

 －  

(－) 

 



 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．上記土地のうち< >書きは外書きで、賃借中の土地の面積でありますが、一部借室床面積（ビルイン店舗）

を含んでおります。 

３．本部事務所等の「その他」は、車両運搬具であります。 

４．瑞穂運動場店は本部建物内にあるため、土地面積の表記をしておりません。 

５．従業員数は、就業人員数であり、（ ）内にアルバイト・パートタイマー（１日８時間換算）を外数で記載

しております。 

６．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
(所在地) 

事業区分の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
器具及び備
品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本部事務所等 本部 
事務所内装設備

等 
95,745 16,206 

160,933 

(619.43) 

<－> 

1,171 274,056 
17 

(2.0) 

合計     2,068,703 298,412 

306,865 

(1,904.45) 

<76,132.09> 

1,171 2,675,153 
134 

(344) 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

店舗厨房設備他 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ２１件 ５年間 44,632 113,871 



３【設備の新設、除却等の計画】 

    （1）重要な設備の新設  

 （注）濱ふうふう甚目寺店は、北海大将 甚目寺店よりの業態変更です。 

    （2）重要な設備の除却 

      該当事項はありません。 

事業所名 所在地 
事業区分
の名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 完成後の
能力 
(席数) 
（席） 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

 がんこ亭 

竜美ヶ丘店 

  

 愛知県 

 岡崎市  
 直営店 

店舗内装  

設備等  
90,000 55,266 

自己資金 

及び借入金 
平成17年6月   平成17年10月  138  

 濱ふうふう 

 甚目寺店  

愛知県  

海部郡  

甚目寺町 

 直営店 
店舗内装  

設備等  
2,100 － 

自己資金  

及び借入金 
平成17年9月  平成17年10月 160  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１.発行済株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２.当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場さ

れております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年８月８日臨時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 8,250,000 

計 8,250,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,095,000 3,095,000 
株式会社ジャスダック証

券取引所 
－ 

計 3,095,000 3,095,000 － － 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日)(注)１
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日)(注)１

新株予約権の数（個） 565 560 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84,750 84,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 667 667 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月１日から 

平成20年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    667 

資本組入額  333.5 

発行価格    667 

資本組入額  333.5 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の権利行使

時において当社の取締

役、監査役又は従業員

であることを要する。

但し、退任・定年退職

等によりかかる地位を

喪失した場合はこの限

りではない。 
同左 

② その他、新株予約権の

行使条件は当社と新株

予約権者で締結する

「新株予約権付与契約

書」に定めるところに

よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 



 （注）１．平成16年１月31日の株式分割により株式数の調整等（注２及び注３）を行っております。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

い、調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式の

数を調整することができます。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数を切り上げます。 

また、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合には、次

の算式により調整されます。 

 払込金額調整式の計算については、１円未満小数第1位まで算出し、小数第１位を切り上げます。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新株式発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．第三者割当増資による増加 

発行株式数    37株 

発行価格   5,000千円 

資本組入額  2,500千円 

主な割当先 ㈱東海銀行（現㈱ＵＦＪ銀行）、㈱百五銀行、成田酒販㈱、エスフーズ㈱、他12社 

２．第三者割当増資（有利発行）による増加 

発行株式数    6株 

発行価格   3,300千円 

資本組入額  1,650千円 

主な割当先 がんこ炎社員持株会、他４名 

３．１株を10,000株に分割 

４．２株を１株に併合 

５．１株を1.5株に分割 

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  650,000株 

発行価格   1,350円 

      引受価額   1,255.50円 

      発行価額        978円 

資本組入額    489円 

払込金総額 816,075千円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式136,800株は、「個人その他」に含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年９月１日 

（注）１．２ 
43 326 102,400 116,550 102,400 209,272 

平成14年２月21日 

（注）３ 
3,259,674 3,260,000 － 116,550 － 209,272 

平成14年９月25日 

（注）４ 
△1,630,000 1,630,000 － 116,550 － 209,272 

平成16年１月31日 

（注）５ 
815,000 2,445,000 － 116,550 － 209,272 

平成16年９月17日 

（注）６ 
650,000 3,095,000 317,850 434,400 498,225 707,497 

  平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況 (１単元の株式数 100株) 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 2 1 20 － － 1,150 1,173 － 

所有株式数

（単元） 
－ 28 1 26,725 － － 4,194 30,948 200 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.09 0.00 86.36 － － 13.55 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１.前事業年度末現在主要株主であった服部道延、服部安隆、服部高明は、当事業年度末では主要株主ではなくな 

     っております。 

     今事業年度末においては、株式会社コロワイドが主要株主になっております。 

    ２.株式会社コロワイドの所有株式数には、日本証券金融株式会社との株券等賃借取引に関する基本契約書に基づ 

     く貸株40千株分を含めて表記しております。 

    ３.上記の他、当社は自己株式136,800株（発行済株式数に対する所有株式数の割合4.42％）を保有しております。

  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

     

株式会社コロワイド 横浜市神奈川区鶴屋町3丁目33番8号 2,622 84.71 

成田酒販株式会社 名古屋市東区芳野1丁目8番5号 37 1.21 

株式会社肉の水野 名古屋市千種区今池3丁目7番8号 22 0.72 

がんこ炎社員持株会 名古屋市中区三丁目7番20号 15 0.48 

株式会社ヨシオカ建装 名古屋市東区徳川町502 8 0.25 

青山 毅 名古屋市天白区中坪町28番地 7 0.24 

泉万醸造株式会社 愛知県知多郡武豊町字里中78 7 0.24 

コカ・コーラセントラルジャ

パン株式会社 
横浜市西区みなとみらい2丁目2-1 7 0.24 

花井 正司 名古屋市昭和区元宮町3丁目15 3 0.11 

株式会社大和エージェンシー 名古屋市東区代官町40番18号 3 0.09 

計 － 2,734 88.33 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 平成15年８月８日開催の臨時株主総会において商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき当社取締役及

び従業員に対して新株予約権を発行することを決議いたしました。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  136,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,958,000 29,580 － 

単元未満株式 普通株式    200  － － 

発行済株式総数 3,095,000 － － 

総株主の議決権 － 29,580 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社がんこ炎 
名古屋市中区栄三町

目７番20号 
136,800 － 136,800 4.42 

計 － 136,800 － 136,800 4.42 

決議年月日 平成15年８月８日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  4名 

当社従業員 129名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】 普通株式 

     イ【定時総会決議による買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

     ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

     ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

平成17年12月22日現在

 （注）未行使割合が50％を供に超えているのは、当社株価が正等な価額に戻った為であります。 

  

     ニ【取得自己株式の処理状況】 

       該当事項はありません。 

     ホ【取得自己株式の保有状況】 

平成17年12月22日現在

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成17年12月22日現在

 （注）平成16年12月21日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、商法第211条ノ3第1項第2号  

    の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき当期は1株15円の配当を実施することを決定しました。この結果、

当期の配当性向は22.9％となりました。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

 取締役会での決議状況 

          （平成17年1月31決議） 
300,000 400,000,000 

 前決議期間における取得自己株式 136,800 157,035,100 

 残存決議株式数及び価額の総額 163,200 242,964,900 

 未行使割合（％） 54.4 60.7 

区分 株式数（株） 

 保有自己株式数 136,800 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

   （注）１最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

 なお、平成16年９月17日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該

 当事項はありません。 

    ２最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本

 証券業協会の公表のものであります。なお、第27期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業

 協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） － － － 1,500 
1,530 

※1,150 

最低（円） － － － 1,070 
881 

※817 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,170 1,463 1,466 1,390 1,400 1,530 

最低（円） 1,070 1,152 1,304 1,320 1,353 1,395 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
  髙城 剛 昭和32年12月4日生 

平成５年４月 テンアライド㈱入社 

平成９年10月 川万水産㈱入社 

平成11年10月 三光フーズ㈱入社 

平成14年９月 ㈱コロワイド入社 

執行役員社長室長 

平成15年６月 同社 取締役 

平成16年10月 ㈱コロワイド東日本入社 

取締役（現任） 

平成17年６月 当社顧問 

平成17年８月 当社代表者就任（現任） 

－ 

取締役 
第一店舗運営部

長 
亀山 誠治 昭和46年５月30日生 

平成３年６月 大和実業株式会社入社 

平成12年４月 当社入社 

平成15年１月 営業課長 

平成15年８月 当社取締役就任（現任） 

 第一営業部長 

平成15年８月 第一店舗運営部長（現任） 

1,500 

取締役   山見 浩司  昭和28年4月9日生 

昭和52年４月 ㈱すかいらーく入社 

平成12年２月 ㈱三光マーケティングフーズ入社 

平成16年２月 ㈱きさく設立 

平成17年11月 当社入社 

－ 

取締役   中林 滋宜  昭和27年4月9日生  

昭和50年４月 ㈱北陸銀行入行 

平成17年１月 ㈱アトム入社 

平成17年８月 同社管理副本部長（現任） 

－ 

常勤監査役   髙橋 通章 昭和12年９月20日生 

平成４年９月 株式会社コロムビア 入社 

平成14年９月 当社入社 

平成14年12月 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役   太田 一義 昭和28年12月15日生 

昭和59年３月 グリーンビデオセンター㈱ 

（現：アムゼ㈱）入社 

平成９年６月 同社常務取締役（現任） 

平成17年８月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 2,700 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営を効率化し、透明性を高め、株主の立場に立って企業価値を高めていくことがコーポレート・ガバ

ナンスの基本的な考え方であると考えております。また、企業は公共性・公益性・社会性を担ったゴーイングコン

サーンであるという立場から、当社を取り巻くすべてのステークホルダーと円滑な関係を保っていくことが、長期

的にも、株主利益の向上につながるものと考えております。 

 また、透明性を高め、当社の経営方針等を株主はじめ、関係するすべての利害関係者に正しく説明していくこと

が、コーポレート・ガバナンス上重要であると考え、今後はＩＲ活動を積極的に行なっていきたいと考えておりま

す。 

 コーポレート・ガバナンスが有効に機能するためには、コーポレート・ガバナンス体制の構築が不可欠であると

考え、当社では以下の体制で取り組んでおります。 

２．コーポレート・ガバナンス体制の状況 

(1)業務執行・監査の仕組み 

 取締役会は、原則として毎月一回開催されており、必要に応じ随時臨時取締役会を開催しております。取締役

会では、付議事項の審議及び重要な報告がなされるとともに、各部門の担当取締役から現状説明がなされ、改善

に向けてのディスカッションが積極的に行なわれております。また、監査役も毎回取締役会に出席しており、監

査役の立場から自由に意見を述べるとともに、取締役の業務執行状況を監査しております。 

(2)監査役（監査協議会）監査について 

 監査役協議会は、常勤監査1名及び社外監査役1名で構成されており、原則として、各監査役は取締役会に出席

して取締役の監査をしております。会計監査については、監査法人と連携を密にして、往査の立会等及び監査結

果の報告会において報告を受けるほか、必要に応じて相互に連携を図っております。業務監査については法令、

社内規程及び社会倫理を遵守しているかの観点で、本部及び各店舗の業務監査を行っております。 

(3)内部監査の仕組みについて 

 業務遂行状況およびコンプライアンスの遵守状況確認のため、すべての部門を対象に経営企画室が内部監査を

行なっております。内部監査にあたっては、年間計画を作成し、計画に基づき実施しております。内部監査の結

果については、経営トップマネジメントに適時報告しており、内部監査で指摘を受けた事項に対しては社長より

「改善指示書」が出され、「内部監査改善状況報告書」にて改善状況を報告させており、実効性の高い監査を実

施しております。 

 また監査内容につきましては、監査役協議会にも報告する事により監査役との相互連携を強化しております。

(4)マネージャー会議等の開催について 

 当社では、マネージャー会議・店長会議を適宜開催し、各店舗の衛生管理状況、法令遵守等のコンプライアン

ス強化に向けた課題について話し合いを行なっております。また、アンケートに寄せられたお客様の意見を真摯

に受け止め、常に改善を図りお客様に信頼される店作りを心がけております。 

(5)リスク管理体制について 

 昨今、企業のマイナス情報がトップまで伝達されず、リスク管理体制の重要性が大きく問われております。当

社では、取締役管理部長に情報が一元化されるようなシステムを構築し情報の収集に努めるとともに、重要な事

実が発生した場合には即座にトップへの伝達を図り、適時に必要な対策を講じる体制としております。また、顧

客情報の漏洩を防止する目的で営業秘密管理規程を新たに作成し、リスク管理体制を強化しております。 

(6)会計監査について 

会計監査には、通常の会計監査の他、会計上の判断が必要な場合に随時相談し、確認しております。 

なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下の3名であります。 

 公認会計士 丸山 邦彦氏（あずさ監査法人 指定社員 業務執行社員） 

 公認会計士 松岡 憲正氏（あずさ監査法人 指定社員 業務執行社員） 

 公認会計士 原田 清朗氏（あずさ監査法人 指定社員 業務執行社員） 

また当社の会計監査業務に係る補助者は、あずさ監査法人に所属する公認会計士4名会計士補2名であります。  



３．役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

 なお、監査法報酬については、中間会計期間までの監査法人トーマツの監査報酬を含んでおります。 

役員報酬：     監査報酬：   

  取締役に支払った報酬 60,050千円    監査証明に係わる報酬 8,000千円

  監査役に支払った報酬 2,600千円    上記以外の報酬  －千円

  計 62,650千円     計  8,000千円



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成16年1月30日内

閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人、当事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表につ

いてはあずさ監査法人の監査を受けております。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

 前事業年度 中央青山監査法人 

 当事業年度 あずさ監査法人 

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 1,280,620 691,003 

２．売掛金 18,175 5,721 

３．原材料 35,730 34,939 

４．貯蔵品 4,156 1,983 

５．前払費用 62,184 63,678 

６．繰延税金資産 14,720 32,814 

７．その他 39,684 38,346 

    貸倒引当金 △278 △470 

流動資産合計 1,454,993 29.1 868,017 20.0

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物 ※１ 2,632,233 2,715,807   

減価償却累計額 727,237 1,904,996 840,322 1,875,485 

２．構築物 345,673 354,855   

減価償却累計額 137,279 208,394 161,637 193,217 

３．車両運搬具 27,036 8,307   

減価償却累計額 17,732 9,303 7,136 1,171 

４．器具及び備品 1,158,480 1,213,887   

減価償却累計額 823,628 334,852 915,474 298,412 

５．土地 ※１ 306,865 306,865 

６．建設仮勘定 21,260 55,266 

有形固定資産合計 2,785,672 55.7 2,730,419 62.9

(2）無形固定資産   

１．営業権 － 42,486 

２．商標権 － 1,800 

３．ソフトウェア 829 277 

４．電話加入権 3,298 3,396 

無形固定資産合計 4,127 0.1 47,960 1.1

 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  4,580 － 

２．長期貸付金  112,085 104,700 

３．破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

 － 4,336 

４．長期前払費用  33,188 27,232 

５．繰延税金資産  44,573 34,414 

６．差入保証金  451,777 522,785 

７．保険積立金  88,923 － 

８．その他  1,810 6,418 

    貸倒引当金  △7 △4,396 

投資その他の資産合計  736,931 14.8 695,490 16.0

固定資産合計  3,526,731 70.6 3,473,871 80.0

Ⅲ 繰延資産        

1. 新株発行費  15,710   －   

繰延資産合計  15,710 0.3 － － 

資産合計  4,997,435 100.0 4,341,888 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  164,988 160,938 

２. 1年内償還予定社債  20,000 20,000 

３．短期借入金  50,000 － 

４．１年内返済予定長期借
入金 

※１ 733,838 534,549 

５．未払金  178,977 176,253 

６．未払費用  123,596 150,898 

７．未払法人税等  43,000 119,246 

８．未払消費税等  6,882 35,879 

９．預り金  3,855 3,900 

10．前受収益  33,312 27,473 

11．賞与引当金  25,000 22,500 

12．その他  － 907 

流動負債合計  1,383,450 27.7 1,252,547 28.8

Ⅱ 固定負債    

１. 社債   70,000 50,000 

２．長期借入金 ※１ 838,489 389,940 

３．役員退職慰労引当金  95,270 41,440 

４．預り保証金  31,732 37,453 

５．長期前受収益  41,122 32,374 

６．その他  － 3,479 

固定負債合計  1,076,613 21.5 554,687 12.8

負債合計  2,460,063 49.2 1,807,234 41.6

 



  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 434,400 8.7 434,400 10.0

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 707,497 707,497   

資本剰余金合計 707,497 14.2 707,497 16.3

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 1,650 1,650   

２．任意積立金   

(1）特別償却準備金 12,084 8,737   

(2）別途積立金 7,500 7,500   

３．当期未処分利益 1,373,422 1,531,904   

利益剰余金合計 1,394,657 27.9 1,549,791 35.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

817 0.0 － －

Ⅴ 自己株式 ※４ － － △157,035 △3.6

資本合計 2,537,371 50.8 2,534,653 58.4

負債・資本合計 4,997,435 100.0 4,341,888 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 5,505,958 100.0 5,864,257 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．期首原材料棚卸高 28,941 35,730   

２．当期原材料仕入高 1,943,341 2,004,822   

合計 1,972,282 2,040,552   

３．期末原材料棚卸高 35,730 34,939   

４. 不動産賃貸原価 92,694 2,029,247 36.9 － 2,005,613 34.2

売上総利益 3,476,711 63.1 3,858,644 65.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．広告宣伝費 98,339 110,780   

２．販売促進費 45,415 66,009   

３．貸倒引当金繰入額 － 245   

４．役員報酬 61,557 62,650   

５．給与手当 1,146,300 1,234,540   

６．賞与 19,976 23,440   

７．賞与引当金繰入額 25,000 22,500   

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

4,193 22,760   

９．法定福利費 65,632 63,144   

10．福利厚生費 643 1,187   

11．リース料 43,172 43,913   

12．消耗品費 186,095 157,611   

13．租税公課 27,675 36,447   

14．水道光熱費 270,260 293,690   

15．採用教育費 48,255 45,364   

16．減価償却費 284,571 317,453   

17．地代家賃 520,107 569,650   

18．衛生費 34,484 38,619   

19．旅費交通費 51,582 55,582   

20．修繕費 34,321 53,321   

21．その他 161,005 3,128,589 56.8 175,249 3,394,162 57.9

営業利益 348,121 6.3 464,482 7.9

 



  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 2,279 2,670   

２．受取配当金 49 45   

３．協賛金収入 57,756 51,794   

４．不動産賃貸料収入 － 68,716   

５．保険金収入 6,570 1,636   

６．その他 11,676 78,333 1.4 7,880 132,744 2.3

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 19,444 14,919   

２．解約違約金 5,000 1,152   

３. 新株発行費償却 7,855 －   

４．不動産賃貸原価 － 72,007   

５．その他 4,313 36,614 0.6 3,266 91,345 1.6

経常利益 389,840 7.1 505,881 8.6

Ⅵ 特別利益   

１．固定資産売却益 ※１ 1,234 156   

２．貸倒引当金戻入益 987 －   

３．役員退職慰労引当金戻
入額 

－ 2,080   

４．保険解約益 － 17,184   

５．投資有価証券売却益  － 2,478   

６．その他 － 2,221 0.0 761 22,660 0.4

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産売却損 ※２ 517 12,750   

２．固定資産除却損 ※３ 55,138 87,668   

３．その他投資評価損 ※４ 300 －   

４．役員退職金    － 22,290   

５．貸倒引当金繰入額   － 4,336   

６．過年度新株発行費   － 15,710   

７．その他   － 55,955 1.0 1,033 143,789 2.4

税引前当期純利益 336,107 6.1 384,752 6.6

法人税、住民税及び事
業税 

168,332 190,570   

法人税等調整額 3,540 171,873 3.1 △7,377 183,192 3.2

当期純利益 164,233 3.0 201,559 3.4

前期繰越利益 1,209,188 1,330,344 

当期未処分利益 1,373,422 1,531,904 

    



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

税引前当期純利益   336,107 384,752 

減価償却費   324,936 342,455 

貸倒引当金の増減額   △987 4,581 

賞与引当金の増減額   3,400 △2,500 

役員退職慰労引当金の
増減額 

  3,420 △53,830 

受取利息及び受取配当
金 

  △2,329 △2,716 

支払利息   20,278 16,013 

固定資産売却益   △1,234 △156 

固定資産売却損   517 12,750 

固定資産除却損   55,138 86,518 

売上債権の増減額   △2,148 8,117 

たな卸資産の増減額   △3,287 5,750 

仕入債務の増減額   17,888 △4,049 

未払金の増減額   － 85,801 

未払消費税等の増減額   △33,835 28,997 

その他   36,720 32,805 

小計   754,584 945,293 

利息及び配当金の受取
額 

  381 476 

利息の支払額   △20,723 △17,617 

法人税等の支払額   △306,054 △114,323 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  428,187 813,828 

 



    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

定期預金の預入れによ
る支出 

  △2,400 △2,400 

定期預金の払戻しによ
る収入 

  2,400 2,400 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △514,651 △386,799 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  3,315 11,757 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △187 － 

保証金の差入れによる
支出 

  △60,987 △71,684 

保証金の返還による収
入 

  11,465 9,038 

保険積立の払戻しによ
る収入 

  11,437 112,279 

保険積立による支出   △10,852 △6,171 

貸付けによる支出   △35,032 △1,330 

貸付金の回収による収
入 

  7,270 2,805 

投資有価証券売却によ
る収入 

  － 16,045 

営業の譲受けによる支
出 

※2  － △161,976 

その他   △6,223 △6,113 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △594,446 △482,148 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

株式発行による収入   816,075 － 

短期借入金の純増減額   － △50,000 

長期借入れによる収入   900,000 100,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △810,498 △747,838 

社債発行による収入   100,000 － 

社債償還による支出   △10,000 △20,000 

配当金の支払額   △32,600 △46,425 

自己株式取得による支
出 

  － △157,035 

その他   △4,270 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  958,706 △921,298 

 



 （注） 金額欄の△表示は金額の減少を示しております。 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

  792,448 △589,617 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  487,372 1,279,820 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  1,279,820 690,203 

    



④【利益処分計算書】 

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年12月21日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,373,422   1,531,904

Ⅱ 任意積立金取崩高    

１．特別償却準備金取崩高  3,346 3,346 3,349 3,349

合計  1,376,769   1,535,254

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  46,425 46,425 44,373 44,373

Ⅳ 次期繰越利益  1,330,344   1,490,881

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの……期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 ――― 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）原材料 

 最終仕入原価法による原価法 

(2）貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

(1）原材料 

同左 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりで

あります。 

建物      7年 ～ 41年 

構築物    10年 ～ 50年 

器具及び備品  3年 ～  6年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

４.繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間(3年

間)で均等償却しております。 

(追加情報) 

 平成16年9月17日付の有償一般募集 

(ブックビルディング方式による募集)

による新株発行(650,000株)は引受証券

会社が引受価額で買取引受を行い、こ

れを当該引受価額と異なる募集価額(発

行価格)で一般投資家に販売する、いわ

ゆる「スプレッド方式」の買取引受契

約によっております。「スプレッド方

式」では、募集価額(発行価格)と引受

価額との差額が、引受証券会社への事

実上の引受手数料となりますので引受

証券会社に対する引受手数料の支払い

はありません。 

 平成16年9月17日付の新株発行に係わ

る引受価額と募集価額(発行価格)の差

額の総額61,425千円は、「従来方式」

によれば新株発行費として処理される

べき金額に相当します。 

 このため、「従来方式」によった場

合に比べ新株発行費は40,950千円、資

本金及び資本準備金の合計額は61,425

千円少なく計上されております。 

 また、「従来方式」によった場合と

比べ、経常利益及び税引前当期純利益

は20,475千円多く計上されております 

(1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 従来、新株発行費は商法施行規則に

規定する最長期間（３年間）で均等償

却しておりましたが、当期から支出時

に全額費用として処理することに致し

ました。 

 この結果、当期において前期末の繰

延資産の区分に計上されている新株発

行費残高を特別損失の区分において費

用計上したことにより、従来と同一の

方法によった場合と比べ経常利益は、

7,855千円多く計上され、税引前当期純

利益は、同額少なく計上されておりま

す。 

 この変更は、当下期に、当社が株式

会社コロワイドの連結グループに加わ

ったことを契機に、当社の会計処理方

法の見直しを行った結果、連結グルー

プ会社の会計処理の統一を図るための

ものであり、当中間会計期間末は従来

の方法によっております。 

 したがって、当中間会計期間におい

て当期と同様の方法を採用した場合に

比べ、当中間会計期間における経常利

益は3,927千円少なく計上され、税引前

中間純利益は11,783千円多く計上され

ております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払いに備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給見込額に基づ

き計上しております。 

（追加情報） 

  従来、役員退職慰労引当金は、役員

退職慰労金の支払いに備えるため、役

員退職慰労金規程に基づく期末要支給

額を計上しておりましたが、平成17年 

9月30日付の取締役会において、当該 

規程の廃止が決議されたことにより、 

当期より株主総会決議を前提とした役

員退職慰労金の支給見込額に基づき計

上しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の評価を省略

しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に満期日の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 ――― （キャッシュ・フロー計算書）  

 前事業年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた「未払金の増減」は

重要性が増加したため、当事業年度より区分掲記して

おります。なお、前事業年度の「その他」に含まれる

「未払金の増減」は、2,634千円であります。 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 

建物 101,176千円

土地 258,176千円

計 359,353千円

建物 96,409千円

土地       258,176千円

計       354,585千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

１年内返済予定長期借入金 222,620千円

長期借入金 303,155千円

計 525,775千円

１年内返済予定長期借入金      170,875千円

長期借入金      132,280千円

計       303,155千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 8,250,000株

発行済株式総数 普通株式 3,095,000株

授権株式数   普通株式 8,250,000株

発行済株式総数 普通株式 3,095,000株

  

 ３．配当制限  ３.             ― 

 有価証券の時価評価により、純資産額が817千円増

加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

  

 ４．          ― 

  

  

  

  

  

  

※４.自己株式 

   当社が保有する株式の数は、普通株式136,800株であ 

  ります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 1,234千円 車両運搬具      156千円

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

器具及び備品 515千円

車両運搬具 1千円

  計 517千円

建物  10,361千円

器具及び備品   2,356千円

車両運搬具  32千円

  計    12,750千円

 ※３.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 43,635千円

器具及び備品 10,551千円

解体工事他 951千円

計 55,138千円

 ※３.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物       77,754千円

構築物       2,080千円

器具及び備品    6,683千円

解体工事他  1,150千円

計       87,668千円

※４．その他投資評価損の内訳は次のとおりでありま

す。 

――― 

  

 (追加情報) 

  前事業年度まで不動産賃貸原価につきましては、販売

費及び一般管理費に含めて表示しておりましたが、当事

業年度より売上原価で表示することと致しました。また

これに合わせて、従来営業外収益に計上しておりました

店舗賃貸以外の不動産賃貸収入についても売上高として

計上しております。なお、前事業年度において販売費及

び一般管理費に含めておりました不動産賃貸原価は 

19,944千円であります。 

ゴルフ会員権 300千円

  

 (会計方針の変更) 

 従来、不動産賃貸収入は売上高、当該収入に対する原

価である不動産賃貸原価は売上原価の区分において処理

しておりましたが、当期からそれぞれ営業外収益、営業

外費用の区分において処理する方法に変更致しました。 

 この結果、従来と同様の方法によった場合と比べ、売

上高は68,716千円、及び売上原価は72,007千円それぞれ

少なく計上されておりますが、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響はありません。 

 この変更は、当下期に、当社が株式会社コロワイドの

連結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理

方法の見直しを行った結果、連結グループ会社の会計処

理の統一を図るためのものであり、当中間会計期間は従

来の方法によっております。 

 したがって、当中間会計期間において当事業年度と同

様の方法を採用した場合に比べ、当中間会計期間におけ

る売上高は47,215千円、及び売上原価は45,800千円それ

ぞれ少なく計上されておりますが、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響はありません。 

    



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記  

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） 

  

 ―――― 

現金及び預金勘定 1,280,620千円

預入れ期間が３ケ月を超える定期預金 △800千円

現金及び現金同等物 1,279,820千円

  

 ※２ 重要な非資金取引の内容 

 当事業年度に営業の譲受により増加した資産の主な

内容は次のとおりであります。 

現金及び預金勘定    691,003千円

預入れ期間が３ケ月を超える定期預金 △800千円

現金及び現金同等物   690,203千円

流動資産 2,787千円

固定資産 104,081千円

資産合計   106,868千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 224,774 88,291 136,482

合計 224,774 88,291 136,482

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 238,096 124,224 113,871

合計 238,096 124,224 113,871

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 43,861千円

１年超 92,620千円

合計 136,482千円

１年内       47,035千円

１年超       66,836千円

合計    113,871千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 41,813千円

減価償却費相当額 41,813千円

支払リース料       44,632千円

減価償却費相当額      44,632千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年９月30日現在） 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

３．時価評価されていない主な有価証券 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日現在） 

  該当事項はありません。      

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券 

 該当事項はありません。 

区分 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの 
      

① 株式 3,205 4,580 1,375 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 3,205 4,580 1,375 

貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの 
      

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 － － － 

合計 3,205 4,580 1,375 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

16,045 2,478 ─  



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 同左 

当社は市場金利の変動によるリスクを軽減するため

に金利スワップを利用しております。 

  

(2）取引に対する取組方針   

変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ

を利用しているのみであり、投機目的の取引は行わ

ない方針であります。 

  

(3）取引に関するリスクの内容   

当社の金利スワップの契約先は国内の信用度の高い

金融機関であるため、相手先の契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しております。 

  

(4）取引に係るリスク管理体制   

取引に係るリスクの内容に記載したとおり、当該金

利スワップ取引に係るリスクはほとんどないと認識

しているため、取引に関する管理規程は特に設けて

おりません。 

  

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しておりま

す。 

同左 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 同左 



（税効果会計関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰

延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与引当金 10,150千円

未払事業所税 947千円

未払事業税 2,442千円

未払費用 1,179千円

繰延税金資産合計 14,720千円

繰延税金資産  

賞与引当金       9,135千円

未払事業所税    986千円

未払事業税      11,165千円

未払費用      1,378千円

前受協賛金収入 10,045千円

その他  103千円

繰延税金資産合計       32,814千円

  (2）固定の部 (2）固定の部 

  繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 38,679千円

一括償却資産 5,733千円

その他投資 7,612千円

繰延税金資産合計 52,025千円

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金       16,824千円

一括償却資産     8,015千円

前受協賛金収入      13,144千円

その他  1,423千円

繰延税金資産合計       39,407千円

  繰延税金負債  

特別償却準備金 △5,971千円

建設協力金 △922千円

その他有価証券評価

差額金 
△558千円

繰延税金負債合計 △7,452千円

繰延税金資産の純額 44,573千円

繰延税金負債  

特別償却準備金     △3,682千円

建設協力金     △1,310千円

繰延税金負債合計    △4,992千円

繰延税金資産の純額      34,414千円

２．法定実効税率と税効

果会計適用後の法人

税等の負担率との間

の差異の原因となっ

た主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.9％

（調整）  

  住民税均等割額 7.3％

  同族会社の留保金課税 1.3％

  その他 0.6％

  税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
51.1％

法定実効税率   40.6％

（調整）  

  住民税均等割額    6.5％

  その他    0.5％

  税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
    47.6％



（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

(1）役員及び個人株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

(1）当社は、賃借契約に基づく賃借料（年間 168,007千円）につきまして、当社代表取締役社長服部道延の

債務保証を受けておりますが、保証料等の支払いはありません。 

(2）取締役内藤松雄が役員を兼務する成田酒販株式会社との取引は、平成15年12月25日の当社取締役会にお

いて平成16年中の取引見込金額 800,000千円が承認されています。なお取引条件は一般の取引慣行に基

づいて決定しております。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

(1）役員及び個人株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。また、服部道延、服部安隆、内藤松雄は、平成17年9月30日

までに取締役を退任しておりますので、取引金額は退任時までの金額を記載しております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

(1) 車輌売却にあたっては自動車ディーラーにおいて売却価額の査定を行い、当該査定価額により売却して

おります。 

(2）取締役内藤松雄が役員を兼務する成田酒販株式会社との取引は、平成16年12月21日の当社取締役会にお

いて平成17年中の取引見込金額 800,000千円が承認されています。なお取引条件は一般の取引慣行に基

づいて決定しております。 

属性 氏名 
事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 

服部 道延 

当社 

代表取締役

社長 

(被所有) 

直接 

17.1％ 

－ － 

当社賃借取引

に係る債務被

保証 

(注)２(1) 

－ － － 

内藤 松雄 
当社 

取締役 
－ 

成田酒

販㈱ 

代表取

締役 

仕入先 

原材料(飲料)

等の仕入 

(注)1.2(2) 

363,229 

買掛金 28,463 

未払金 1,394 

属性 氏名 
事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 

服部 道延 

当社 

代表取締役

社長 

(被所有) 

直接  

17.1％  

 －  － 
 車輌の売却 

(注)1.2(1) 
1,542  － － 

服部 安隆 
当社 

専務取締役 

(被所有) 

直接  

16.4％  

－   － 
 車輌の売却  

(注)1.2(1) 
2,528 －  － 

内藤 松雄 
当社 

取締役 
－ 

成田酒

販㈱ 

代表取

締役 

仕入先 

原材料(飲料)

等の仕入 

(注)1.2(2) 

324,887 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 819円83銭 

１株当たり当期純利益 66円50銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 66円44銭 

１株当たり純資産額   856円82銭 

１株当たり当期純利益   65円60銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益   64円73銭 

 当社は、平成16年１月31日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 649円93銭 

１株当たり当期純利益 115円51銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 

 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

1株当たり当期純利益     

 当期純利益（千円） 164,233 201,559 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 164,233 201,559 

 期中平均株式数（千株） 2,469 3,072 

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額(千円) － － 

 普通株式増加数(千株) 1 41 

 （うち新株予約権（千株）） (1) (41) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

            －             － 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日） 

                          ―                           ― 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

   （注）当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

   （1）建物の増加 

      建物の減少 

   （2）構築物の増加 

   （3）器具及び備品の増加 

      器具及び備品の減少 

   （4）建設仮勘定の増加 

   （5）営業権の増加 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 2,632,233 242,488 158,914 2,715,807 840,322 179,052 1,875,485 

構築物 345,673 13,447 4,265 354,855 161,637 25,348 193,217 

車両運搬具 27,036 － 18,728 8,307 7,136 2,843 1,171 

器具及び備品 1,158,480 102,713 47,305 1,213,887 915,474 123,838 298,412 

土地 306,865 － － 306,865 － － 306,865 

建設仮勘定 21,260 445,613 411,607 55,266 － － 55,266 

有形固定資産計 4,491,549 804,263 640,822 4,654,990 1,924,571 331,082 2,730,419 

無形固定資産               

  営業権 － 53,108 － 53,108 10,621 10,621 42,486 

  商標権 － 2,000 － 2,000 200 200 1,800 

ソフトウェア 3,320 － 1,350 1,970 1,693 551 277 

電話加入権 3,298 116 18 3,396 － － 3,396 

無形固定資産計 6,618 55,224 1,368 60,474 12,514 11,373 47,960 

長期前払費用 48,563 2,380 2,513 48,430 21,198 5,824 27,232 

繰延資産               

 新株発行費 23,566 － 23,566 － － 15,710 － 

繰延資産計 23,566 － 23,566 － － 15,710 － 

新規出店店舗の工事 8店舗 130,730千円

既存店舗の建物改築工事 5店舗 15,194千円

新規出店及び既存店舗建物付属設備工事 12店舗 96,564千円

合計  242,488千円

業態変更並びに閉店による除却 7店舗 92,947千円

新規出店及び既存店舗構築物工事 5店舗 13,447千円

新規出店の空調、看板、その他工事 11店舗 94,726千円

既存店舗の取替工事 7店舗 7,986千円

合計  102,713千円

業態変更並びに閉店による除却 31店舗 15,313千円

新規出店に伴なう店舗及び付属設備並びに備品等の支出  445,613千円

有限会社國虎からの店舗譲受け  53,108千円



【社債明細表】 

 （注）1.貸借対照表日後5年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

    ２.当期末残高の（ ）内の金額は、1年以内に償還が予定されている社債であります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
利率(％) 担保 償還期限 

第１回無担保社債 
平成年月日 

16.2.10 
90,000

70,000 

(20,000)
0.68 なし 

平成年月日 

19.2.9 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

20,000 50,000   －   －   － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 50,000 － － 平成17年2月25日 

１年以内に返済予定の長期借入金 733,838 534,549 1.066 － 

長期借入金 

(１年以内に返済予定のものを除く。) 
838,489 389,940 1.159 

平成18年10月25日 

～ 

平成21年6月30日 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,622,327 924,489 － － 

区分 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 269,130 98,380 22,430   － 



【資本金等明細表】 

(注)1.当期末における自己株式数は、136,800株であります。 

2.任意積立金（特別償却準備金）の当期増減額は、前期決算の利益処分によるものであります。    

【引当金明細表】 

  （注）1 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績による洗替額285千円であります。 

     2 役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金規程の廃止によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 434,400 － － 434,400 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） （3,095,000） － － (3,095,000) 

普通株式（注)1 （千円） 434,400 － － 434,400 

計 （株） （3,095,000） － － (3,095,000) 

計 （千円） 434,400 － － 434,400 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 600,625 － － 600,625 

合併差益 （千円） 106,872 － － 106,872 

計 （千円） 707,497 － － 707,497 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 1,650 － － 1,650 

（任意積立金）           

特別償却準備金(注)2 （千円） 12,084 － 3,346 8,737 

別途積立金 （千円） 7,500 － － 7,500 

計 （千円） 21,234 － 3,346 17,887 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注1） 285 4,866 － 285 4,866 

賞与引当金 25,000 22,500 25,000 － 22,500 

役員退職慰労引当金 95,270 22,760 74,510 2,080 41,440 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ．資産の部 

イ． 現金及び預金 

ロ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．原材料 

区分 金額（千円） 

現金 29,924 

預金の種類   

当座預金 328,474 

普通預金 331,804 

定期預金 800 

小計 661,079 

合計 691,003 

相手先 金額（千円） 

株式会社愛銀ディーシーカード 963 

株式会社名古屋カード 832 

三井住友カード株式会社 796 

株式会社戸田家 721 

有限会社プレジャー 635 

その他 1,772 

合計 5,721 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

18,175 164,602 177,056 5,721 96.87 26.49 

品名 金額（千円） 

肉類 11,512 

飲料（酒類・ソフトドリンク） 11,971 

その他食材 11,455 

合計 34,939 



ニ．貯蔵品 

ホ．差入保証金 

ｂ．負債の部 

イ．買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（千円） 

印刷物 603 

ユニフォーム類 592 

消耗品 182 

その他 604 

合計 1,983 

区分 金額（千円） 

店舗等賃借保証金 362,311 

土地賃借保証金 148,612 

店舗駐車場賃借保証金 11,860 

合計 522,785 

相手先 金額（千円） 

エスエスユーロジスティックス株式会社 116,874 

成田酒販株式会社 25,163 

コカ・コーラセントラルジャパン株式会社 8,284 

株式会社鈴木畜産 1,780 

名古屋製酪株式会社 1,611 

その他 7,223 

合計 160,938 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号 
 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 
日本証券代行株式会社 本支店・出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号 
 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 
日本証券代行株式会社 本支店・出張所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

優待 
（1）毎年3月31日及び9月30日現在の株主及び実質株主の皆様に対し、当 
     社株主優待を発行いたします。 
   ① 所有株式数  100株以上 ～  500株未満 5,000円相当 
   ② 所有株式数 500株以上25,000円相当 
（2）利用方法  優待券は、当社全店舗及びコロワイドグループ全店にお 
        けるご飲食代金の支払いとして現金との併用または優待 
        券のみの利用ができます。        
（3）有効期限  3月31日基準日 6月1日を発行日として、翌年の5月31日 
        まで有効。 
        9月30日基準日 12月1日を発効日として、翌年の11月30 
        日まで有効。 
（4）取扱店舗  当社全店舗及びコロワイドグループ全店舗でご利用でき 
        ます。 
※ 所有株式数500株以上の国内株主様には、3月31日現在の株主には5月
末 
   日迄、9月30日現在の株主は11月末日迄、優待券全部のご返送と引換
に 
  「株主優待ギフトセット」をお送りいたします。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   ①親会社等の名称 

    株式会社コロワイド 

   （継続開示会社であります。） 

   ②親会社等の上場取引所名 

    株式会社東京証券取引所 市場第一部 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度（第26期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月22日東海財務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

     （第27期中）（自 平成16年10月1日 至 平成17年3月31日）平成17年6月15日東海財務局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書 

平成16年12月17日東海財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号及び第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書で 

あります。 

平成17年6月17日東海財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書で 

あります。 

        平成17年8月17日東海財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

  

(4) 自己株式買付状況報告書 

     報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月９日東海財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月１日東海財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月12日東海財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月１日東海財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月４日東海財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月３日東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２１日

株 式 会 社 が ん こ 炎 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社がんこ炎の

平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロ

ー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社がんこ炎の

平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 鈴 木 義 行 

      

  関与社員 公認会計士 宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

 平成17年12月22日 

 株 式 会 社 が ん こ 炎  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 丸山 邦彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松岡 憲正  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 清朗  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式 

 会社がんこ炎の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

 益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

 任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

 監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

 として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

 しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

 を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社が

 んこ炎の平成17年９月30日現在の財務諸表並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

 状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  重要な会計方針４.及び損益計算書関係注記に記載されているとおり、会社は新株発行費の基準計上、不動産賃貸収 

 入及び不動産賃貸原価の計上区分を変更している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                       

                                                  以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

 形で別途保管しております。 
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